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『図説 わかる都市計画』森本章倫
編著 森田哲夫（2021、学芸出版社）

都市交通計画は都市計
画の一部であり、交通計
画の一部である。

『実務者のための新・都市計画マニュアルⅡ』 第６巻
編 (社)日本都市計画学会（2003、丸善）

都市交通は、人や物が様々な都市活動に伴って、空間を移動して生じる
個々の行動の集合体である。それぞれの行動は、都市の構造や土地利
用と相互に深く関連し影響しあい発生している。また、発生した行動は、
具体的には都市交通施設を通して移動がなされる。したがって、都市交
通計画を考えるにあたっては、都市構造あるいは土地利用と、都市交通
施設との関係を十分に考えたものでなければならない。
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人中心で外出の動機となる

「拠点エリア」

移動や都市構造の骨格となる

「都市交通軸」

「拠点」と「軸」の
密接な連動を生み出す

都市と交通の
一体的なプランニング



拠点エリアの課題 都市交通軸の課題

プランニングの課題
連動するにも・・・

まちづくりと一体となった都市交通計画の充実





計画
包括的な計画

地区交通計画

事業

エビデンスの充実
「拠点」と「軸」の位置づけ
アクションプランの質の向上

全体計画との整合

具体性・即地性の向上
必要となる基盤整備

次世代のテーマへの対応
プランの実現

≪取り組みの方向性≫
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具体性・即地性の高い地区交通戦略のイメージ

≪取り組みの方向性≫

アクセス性

地区内
移動環境

プレイス性
重
視
す
る
視
点

理念 ウォーカブル
概念整理

概念の再整理

普及・啓発
沿道・民間との連携強化

駐車場・荷捌場の集約・適正化

モビリティ・ハブの導入

ミクストユース・界隈性の向上ウォーカブル事業の整理充実

多主体連携

流入交通のコントロール

アクセスポイントの配置と強化

交通事業者のエリア形成参画

地区交通計画との関係強化

車両流入抑制
駐車場の立地マネジメント

ウォーカブル施策の充実

駐車場の出入口コントロール

データ活用による行動分析



パブリックスペース
シェアモビリティ

モビリティ・ハブのイメージ



キャッシュレス決済データに基
づく消費分析、施設情報、

オープンデータ

GPSデータに基づいた利用
者属性や行動パターン等の

人流データ



需要対応型
の

サービス水準
外出率低下

・
街のにぎわい減

サービス水準
の低下

（運行頻度等）

車への転換

（公共交通
分担率低下）

負のスパイラル

需要創出型
の

サービス水準
公共交通
分担率の
維持・向上

外出率の
維持・向上

・
街のにぎわい
創出

正のスパイラル

人口減少

・

外出率低下
都市の活力・
持続可能性
の向上

環境

健康

経済

包摂性

魅力

サービス水準
の向上

（運行頻度等）



重
視
す
る
視
点

サービス水準の向上

ネットワーク性の向上

沿道土地利用との一体性

公共交通の需要創造

定時性・速達性の確保

都市機能・居住の誘導

分かりやすさの向上

運行頻度の確保
≪取り組みの方向性≫

×

公共交通等の分担率
が高いほど、外出率も
高い傾向が見られる。



主な
商業施設

主な大規模
商業施設

ソウル市では、すべてのバス会社の運輸収益を共同で管理し、
総費用に対する総収入の不足分を市が補填。

地域交通法に基づく「エリア一括協定運行事業」を活用し、
ネットワークの中心を担う路線等は、松本市と交通事業者が
締結した協定に基づき、市が複数年にわたって負担金を支出

することで、安定的に交通サービスを確保。






